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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第２四半期連結
累計期間

第23期
第２四半期連結
会計期間

第22期

会計期間

自平成21年
５月１日
至平成21年
10月31日

自平成21年
８月１日
至平成21年
10月31日

自平成20年
11月１日
至平成21年
４月30日

売上高（千円） 34,477,63219,004,86139,200,004

経常利益又は経常損失（△）（千円） △4,357,969△1,294,300 705,683

四半期（当期）純損失（△）（千円） △4,265,845△1,760,761△1,513,526

純資産額（千円） － 20,236,80926,061,143

総資産額（千円） － 92,986,861101,502,459

１株当たり純資産額（円） － 3,992.96 6,610.72

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △2,543.65△1,043.28 △958.46

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 7.2 10.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
8,223,671 － △10,471,961

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
14,478 － △2,762,512

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,259,453 － 6,143,102

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 16,887,15413,910,202

従業員数　（人） － 2,930 2,844

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、平成21年１月27日開催の第21回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を10月31日

から４月30日に変更し、第22期は６ヶ月の変則決算となっております。このため、第22期は第２四半期報告書

を作成しておりませんので、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間の主要な経営指標等

の推移については記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 2,930(505)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 12 　

（注）従業員数は就業人員であり、出向社員を除き出向受入社員を含んでおります。ただし、出向兼務者については、人

件費の負担割合に応じて従業員数を算出しております。なお、従業員数に使用人兼務取締役、臨時雇用者を含んで

おりません。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは生産を行っておりませんので該当事項はありません。

(2）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

前年同四半期比（％）

企業再生事業 （千円） 5,907,791 －

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　２．平成21年４月期は決算期変更（10月から４月）により６ヶ月の変則決算であったため、前年同四半期との比

較を記載しておりません。

(3）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名
称

受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

技術サービス事業 11,723,301 － 17,687,318 －

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　２．平成21年４月期は決算期変更（10月から４月）により６ヶ月の変則決算であったため、前年同四半期との比

較を記載しておりません。

(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

前年同四半期比（％）

金融サービス事業 （千円） 1,685,262 －

企業再生事業 （千円） 6,650,067 －

技術サービス事業 （千円） 7,946,645 －

不動産関連事業 （千円） 3,286,135 －

セグメント間消去 （千円） △563,247 －

合計 （千円） 19,004,861 －

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．平成21年４月期は決算期変更（10月から４月）により６ヶ月の変則決算であったため、前年同四半期との比

較を記載しておりません。

３．当社グループの売上の過半を占める技術サービス事業の主要顧客は官公庁であり、特に公共事業発注との関

連から主として第４四半期を中心とした年度末に売上高が集中する傾向にあります。

EDINET提出書類

日本アジアグループ株式会社(E05430)

四半期報告書

 4/32



２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　なお、平成21年４月期は決算期変更（10月から４月）により６ヶ月の変則決算であったため、前年同四半期との比較

を記載しておりません。

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策や在庫調整の進展、輸出回復の兆しも徐々に現

れ、景気の底入れ感が一部で見え始めてまいりました。しかし、一部大手製造業等を除く企業の収益環境は依然とし

て厳しく、設備投資は緩やかながら減少を続けるとともに、失業率が高水準で推移するなど雇用環境は依然厳しく、

個人消費は弱めの動きとなっており、厳しい経済環境が続いております。

　このような環境下において、当社グループは「金融と技術の融合」というスローガンのもと、グループ内における

「技術サービス事業」は市場の拡大をリードする技術をベースとした事業や資産の獲得を目的に、「金融サービス

事業」はファンドの形成や資金調達を通じて「技術サービス事業」を支援する等双方が融合し、シナジー効果を最

大化することに努めております。

　しかし、当社グループの主要事業である技術サービス事業の売上高は、第４四半期連結会計期間に完了する業務割

合が大きいため、第３四半期連結累計期間までの各四半期連結会計期間と第４四半期連結会計期間の業績に季節的

変動があります。

　その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高19,004百万円、営業損失1,693百万円、経常損失1,294百万

円、四半期純損失1,760百万円となりました。なお、平成21年11月26日に開示しております「当社のグループ内組織

再編計画に関するお知らせ」におきまして、当社の連結子会社である日本アジアホールディングズ株式会社を「金

融サービス事業」、当社の連結子会社で東証一部上場の国際航業ホールディングス株式会社（以下「国際航業Ｈ

Ｄ」といいます。）を「技術サービス事業」の中核企業に位置づけ、各事業グループの経営管理を行う中間持株会

社として形成いたす組織再編計画を公表いたしました。この度の計画決定は、二つの戦略的コア事業グループの経

営・企画管理を其々、別個の中間持株会社に担わせ、まず、それぞれの分野でのリスク管理と専門性を発揮し、収益

の安定的拡大を目指していくことを意図しており、その上で、より高度なレベルでの協力、提携を通じて「金融」と

「技術」の融合を加速化させる目的を持つものであります。

　なお、事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。（事業の種類別売上高はセグメント間の内部売上

高を含んでおります。）

① 金融サービス事業

　当社グループの金融サービス事業は、日本アジア証券株式会社及びおきなわ証券株式会社の証券業と、ユナイ

テッド投信投資顧問株式会社の投信投資顧問業を中心に展開しております。

　当第２四半期連結会計期間における株式市場の状況は、マクロ環境の持ち直し基調が鮮明になったこと、輸出企

業の業績が改善されたことや、政権交代に対する期待感が高まったことなどが材料となり、日経平均株価は８月31

日には一時10,767円まで上昇する場面もみられました。しかし、その後の円高の影響等により伸び悩みの展開とな

り、10,034円74銭で10月の取引を終了しました。

　このような状況の下、当社連結子会社の日本アジア証券株式会社は国際航業ＨＤをはじめとする当社グループ内

の技術力と叡智を結集し、太陽光発電を通して地球のエコロジーを支援することを目指す「太陽光発電所開発プ

ロジェクト投資ファンド」の募集を行うなど、「金融と技術の融合」に向けた新たな取り組みを始めております。

　しかし、国内外の市況低迷の影響を受けた結果、当事業における売上高は1,685百万円、営業損失は275百万円とな

りました。

② 企業再生事業

　当社グループの企業再生事業は、金融サービス事業からの派生事業であります。現在、医薬品等の臨床試験代行・

支援業務等を扱う事業会社と、酒類食品等の卸売業、小売業の再生支援を行っております。

　医薬品の臨床開発領域におけるＣＲＯ（開発業務受託機関）及びＳＭＯ（治験施設支援機関）分野においては、

製薬企業各社はアウトソーシングを積極的に活用し、市場は拡大を続けておりますが、業界内での競争が従来にも

増して激化しております。一方、酒販業界では若者の飲酒離れ等による市場の縮小に加え、昨年来の不況による消

費者の購買意欲の低下、小売大手による価格競争の激化等、事業環境は大変厳しい状態が続いております。

　その結果、当事業における売上高は6,650百万円、営業損失は262百万円となりました。
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③ 技術サービス事業

　当社グループの技術サービス事業は、主に国際航業ＨＤのグループ会社による地理・空間情報サービス及び環境

・エネルギー事業を中心にして、エリアマーケティングとオートコール事業を主要事業とする株式会社ジー・エ

フと、システム開発を主要事業とする株式会社エーティーエルシステムズを包含しております。

　技術サービス事業における受注高は、11,723百万円と大きく伸長しました。これは、民間分野での減少要因があり

ましたが、政府の「経済危機対策」関連の業務発注に支えられたことが主な要因です。

　売上高は、民間分野での減収に加えて、公共分野での新規受注の立ち上がりが下期にずれ込む等の影響から、

7,946百万円となりました。損益面では、これらの減収要因に加えて、太陽光発電事業の海外プロジェクトでの許認

可手続きで遅れが生じたこと等から、営業損失は701百万円となりました。

④ 不動産関連事業

　当社グループの不動産関連事業は、国際航業ＨＤのグループ会社による不動産の開発及び売買・賃貸・管理事業

を行っております。

　不動産関連事業においては、テナントからの安定収入の確保に努めましたが、昨年末にかけての金融市場の混乱

により金融機関の融資審査が長引いた影響で、住宅分譲での着工が遅れたことから、売上高3,286百万円、営業損失

25百万円となりました。　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、16,887百万円となり、第１四半期連結会計期

間末と比較して1,944百万円の増加となりました。　

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,740百万円のマイナスとなりました。これは、主に税金等調整前四半期

純損失の計上と売上債権の増加額によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,182百万円のプラスとなりました。これは、主に定期預金の純減による

収入によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,559百万円のプラスとなりました。これは、主に借入の実行と短期借入

金の純増額によるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に発生した課題はありません。

(4) 研究開発活動　

　当第２四半期連結会計期間の技術サービス事業における研究開発活動の金額は43百万円であります。なお、当第２

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,785,348

計 6,785,348

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,696,337 1,696,337
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 1,696,337 1,696,337 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年８月１日

（注）
－ 1,696,3373,199,6503,800,000△3,199,65012,620,591

（注）平成21年７月31日開催の定時株主総会において、平成21年８月１日を効力発生日として、資本準備金3,199,650千

円を減少させ、資本金に組入れることを決議し、組入れ後の資本金は3,800,000千円となっております。

EDINET提出書類

日本アジアグループ株式会社(E05430)

四半期報告書

 9/32



（５）【大株主の状況】

　 　 平成21年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

JAPAN ASIA HOLDINGS LIMITED

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

11/F., No.8. Queen's Road Central, Hong

Kong　

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号)

　

667,15739.33　

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー　505086

(常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部)　

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A

(東京都中央区月島４丁目16番13号)　

228,261　 13.46　

藍澤證券株式会社　 東京都中央区日本橋１丁目20番３号　 214,286　 12.63　

JAPAN LAND LIMITED

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

8 TEMASEK BOULEVARD SUNTEC TOWER THREE

#39-01 SINGAPORE 038988　

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号)

108,583　 6.40　

JA PARTNERS LTD

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

P.O.BOX 957 OFFSHORE INCORPORATIONS

CENTRE ROAD TOWN TORTOLA BRITISH VIRGIN

ISLAND　

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号)

105,964　 6.25　

MMリテール投資ファンド１号投資事業

有限責任組合　
神奈川県横浜市中区山下町252番地　 83,558　 4.93　

JAPAN ASIA SECURITIES LIMITED A/C

CLIENT

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号) 43,882　 2.59　

シンクス株式会社　 静岡県静岡市葵区松富４丁目２番１号　 36,962　 2.18　

WARREN SECURITIES LIMITED

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

No.3 Parkvale Road,Singapore 288562　

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号)
24,127　 1.42　

TUSAM HOLDINGS LIMITED

(常任代理人 日本アジア証券株式会社)

Ang Mo Kio Ave 9 Block 1 #11-02, Far

Horizon Garden Singapore 569758

(東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目７番９号)

22,446　 1.32　

計 － 1,535,226　 90.50　

（注）Oei Hong Leong Foundation Pte Ltd及びその共同保有者から平成21年２月27日付で大量保有報告書の提出があ

り、平成21年２月20日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当四半期会計

期間末現在における実質株式保有数が確認できないため、大株主の状況は株主名簿によっております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

Oei Hong Leong Foundation Pte Ltd　
No.1 Scotts Road,#20-05 Shaw Centre,

Singapore 228208
　157,087 　9.26

Oei Hong Leong Art Museum Limited　
No.1 Scotts Road,#20-11/13 Shaw Centre,

Singapore 228208
　71,173 　4.20

計 － 　228,260　13.46
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）

（自己株式）　

普通株式　

1,967　　

－ －　

（相互保有株式）　

普通株式　

7,531

－ －　

完全議決権株式（その他）
普通株式

　　1,686,839
1,686,839 －　

単元未満株式 － － －　

発行済株式総数 1,696,337 － －

総株主の議決権 － 1,686,839 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が９株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

２．自己株式1,967株は株主名簿上当社名義となっておりますが、当第２四半期会計期間末時点で一部精算が未

了であります。　

②【自己株式等】

平成21年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株数の

割合（％）

（自己株式）　

日本アジアグループ株式

会社（注）

東京都千代田区丸の内

二丁目３番２号
1,967 － 1,967 0.12

（相互保有株式）　

日本アジアホールディン

グズ株式会社

東京都千代田区丸の内

二丁目３番２号
608 － 608 0.04

（相互保有株式）　

おきなわ証券株式会社

沖縄県那覇市久米二丁

目４番16号
3,698 － 3,698 0.22

（相互保有株式）　

琉球ホールディングズ株

式会社

沖縄県那覇市久米二丁

目４番16号
3,225 － 3,225 0.19

計 　－ 9,498 － 9,498 0.56

（注）自己株式1,967株は株主名簿上当社名義となっておりますが、当第２四半期会計期間末時点で一部精算が未了で

あります。

EDINET提出書類

日本アジアグループ株式会社(E05430)

四半期報告書

11/32



２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
５月

６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円） 16,750 15,300 12,35012,800　　　 10,390　 9,010　

最低（円） 10,400 9,990 8,200 9,500　 8,850　 7,000　

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　

(2) 当社は、平成21年２月20日付で旧日本アジアグループ株式会社及び旧株式会社モスインスティテュートと三社合

併を行いました。当該合併は「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号（最終改正平成20年12月26日　企業会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、旧日本

アジアグループ株式会社が取得企業とみなされ、当社の連結財務諸表は旧日本アジアグループ株式会社の連結財務

諸表が基準となります。

　

(3) 当社は、平成21年１月27日開催の第21期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を10月31日から

４月30日に変更しております。これに伴い、前連結会計年度は、平成20年11月１日から平成21年４月30日までの６ヶ

月となったため、前第２四半期報告書を作成しておりません。従って、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期

連結累計期間の記載を省略しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平

成21年10月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

日本アジアグループ株式会社(E05430)

四半期報告書

13/32



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※8
 18,801,221

※8
 16,678,537

受取手形及び売掛金 11,720,769 24,096,088

証券業におけるトレーディング商品 ※8
 331,553

※8
 560,415

商品及び製品 499,555 438,928

仕掛品 2,729,491 2,320,338

原材料及び貯蔵品 153,670 153,556

販売用不動産 ※8
 8,388,880

※8
 8,750,999

証券業における信用取引資産 ※4
 7,478,993

※4
 4,333,855

短期貸付金 ※6
 1,440,946

※6
 948,841

その他 8,409,984 6,227,417

貸倒引当金 △167,282 △801,414

流動資産合計 59,787,785 63,707,564

固定資産

有形固定資産 ※1, ※8
 12,311,520

※1, ※8
 13,096,594

無形固定資産

のれん 2,733,664 6,178,035

その他 1,030,645 1,233,916

無形固定資産合計 3,764,310 7,411,952

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※8
 12,051,325

※2, ※8
 12,100,567

長期貸付金 651,426 552,239

敷金及び保証金 2,916,966 3,528,621

その他 ※8
 3,409,588

※8
 2,334,134

貸倒引当金 △1,906,062 △1,229,215

投資その他の資産合計 17,123,244 17,286,347

固定資産合計 33,199,075 37,794,894

資産合計 92,986,861 101,502,459

負債の部

流動負債

買掛金 4,666,551 6,952,069

短期借入金 ※7, ※8
 7,622,211

※7, ※8
 11,268,401

1年内償還予定の社債 8,900,000 11,245,000

1年内返済予定の長期借入金 ※8
 4,970,687

※8
 3,336,690

未払金 632,225 808,924

未払法人税等 299,997 475,989

証券業における信用取引負債 ※5, ※8
 5,740,226

※5, ※8
 3,339,222

賞与引当金 575,656 283,750

受注損失引当金 326,372 131,841

事業構造改善引当金 65,570 248,913

債務保証損失引当金 17,299 19,230

その他 10,640,014 7,035,112

流動負債合計 44,456,813 45,145,145
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

固定負債

社債 1,317,500 1,580,000

長期借入金 ※8
 5,685,786

※8
 6,054,578

長期預り金 ※8
 13,762,901

※8
 13,823,103

繰延税金負債 1,628,826 1,701,054

退職給付引当金 1,547,414 1,509,860

役員退職慰労引当金 154,927 150,571

負ののれん 1,978,018 3,138,033

その他 2,173,887 2,280,865

固定負債合計 28,249,262 30,238,068

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 43,975 58,101

特別法上の準備金合計 43,975 58,101

負債合計 72,750,051 75,441,315

純資産の部

株主資本

資本金 3,800,000 600,350

資本剰余金 2,303,161 5,581,771

利益剰余金 964,359 5,230,205

自己株式 △7,856 －

株主資本合計 7,059,664 11,412,326

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △333,438 △451,695

繰延ヘッジ損益 9,298 6,400

為替換算調整勘定 3,174 1,253

評価・換算差額等合計 △320,965 △444,041

少数株主持分 13,498,110 15,092,858

純資産合計 20,236,809 26,061,143

負債純資産合計 92,986,861 101,502,459
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 34,477,632

売上原価 27,559,963

売上総利益 6,917,669

販売費及び一般管理費 ※1
 11,891,585

営業損失（△） △4,973,916

営業外収益

受取利息 29,677

受取配当金 83,568

負ののれん償却額 1,160,376

その他 118,247

営業外収益合計 1,391,870

営業外費用

支払利息 419,241

持分法による投資損失 229,602

その他 127,079

営業外費用合計 775,923

経常損失（△） △4,357,969

特別利益

投資有価証券売却益 231,216

その他 66,965

特別利益合計 298,181

特別損失

固定資産除売却損 7,165

投資有価証券評価損 63,356

減損損失 ※3
 1,077,791

のれん償却額 ※2
 2,881,897

その他 108,390

特別損失合計 4,138,601

税金等調整前四半期純損失（△） △8,198,388

法人税、住民税及び事業税 265,068

法人税等調整額 △2,691,528

法人税等合計 △2,426,459

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,506,083

四半期純損失（△） △4,265,845
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 19,004,861

売上原価 14,760,563

売上総利益 4,244,298

販売費及び一般管理費 ※1
 5,937,394

営業損失（△） △1,693,095

営業外収益

受取利息 14,865

受取配当金 5,717

負ののれん償却額 580,129

持分法による投資利益 191,988

その他 63,330

営業外収益合計 856,030

営業外費用

支払利息 212,708

為替差損 136,203

その他 108,323

営業外費用合計 457,235

経常損失（△） △1,294,300

特別利益

投資有価証券売却益 231,216

その他 66,965

特別利益合計 298,181

特別損失

固定資産除売却損 7,165

投資有価証券評価損 60,528

減損損失 ※3
 1,077,791

のれん償却額 ※2
 2,113,000

貸倒引当金繰入額 9,306

その他 108,390

特別損失合計 3,376,182

税金等調整前四半期純損失（△） △4,372,301

法人税、住民税及び事業税 172,315

法人税等調整額 △2,400,131

法人税等合計 △2,227,816

少数株主利益又は少数株主損失（△） △383,723

四半期純損失（△） △1,760,761
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △8,198,388

減価償却費 533,714

減損損失 1,077,791

のれん償却額 3,473,061

負ののれん償却額 △1,160,376

投資有価証券売却損益（△は益） △231,216

投資有価証券評価損益（△は益） 63,356

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42,713

賞与引当金の増減額（△は減少） 291,906

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,553

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,355

受注損失引当金の増減額（△は減少） 194,531

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △183,342

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △1,931

受取利息及び受取配当金 △139,237

支払利息 419,241

為替差損益（△は益） △27,864

固定資産除売却損益（△は益） 7,165

持分法による投資損益（△は益） 229,602

売上債権の増減額（△は増加） 11,654,654

たな卸資産の増減額（△は増加） △81,414

仕入債務の増減額（△は減少） △2,286,402

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △538,862

トレーディング商品の増減額 89,195

その他 3,687,637

小計 8,957,445

利息及び配当金の受取額 105,680

利息の支払額 △468,713

法人税等の支払額 △370,741

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,223,671
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 854,268

有形固定資産の取得による支出 △214,319

無形固定資産の取得による支出 △332,146

投資有価証券の取得による支出 △203,240

投資有価証券の売却による収入 286,497

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,585

貸付けによる支出 △1,282,009

貸付金の回収による収入 632,355

その他 274,659

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,478

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,639,264

長期借入れによる収入 3,339,158

長期借入金の返済による支出 △2,073,954

社債の発行による収入 9,316,115

社債の償還による支出 △10,927,500

自己株式の取得による支出 △7,856

自己株式の売却による収入 299,776

反対株主からの買取 △382,097

その他 △183,831

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,259,453

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,744

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,976,952

現金及び現金同等物の期首残高 13,910,202

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,887,154
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変

更

当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したKOKUSAI CHINA LIMITED及び

KOKUSAI EUROPE GmbHの連結子会社10社を連結の範囲に含めております。また、第１

四半期連結会計期間より、新たに設立した宮崎ソーラーウェイ㈱及び㈱インフラ・

イノベーション研究所を連結の範囲に含めております。

なお、変更後の連結子会社の数は80社であります。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年４月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 7,642,964千円　 　 7,561,229千円　

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券 1,889,138千円　 投資有価証券 2,119,325千円　

　３　偶発債務

　次のとおり債務保証を行っております。

　３　偶発債務

　次のとおり債務保証を行っております。　

保証先 金額（千円） 内容

従業員 12,925銀行等の借入債務

複数得意先 22,282リース契約債務

計 35,208　

保証先 金額（千円） 内容

従業員 13,708銀行等の借入債務

得意先65社 21,782リース契約債務

計 35,490　

※４　証券関連事業において差入れている有価証券等の時

価額

※４　証券関連事業において差入れている有価証券等の時

価額

信用取引貸証券 854,612千円　

信用取引借入金の本担保証券 4,790,969千円　

差入保証金代用有価証券 2,580,685千円　

消費貸借契約により貸し付けた有価証

券
277,618千円　

その他担保として差し入れた有価証券 864,472千円　

信用取引貸証券 928,669千円　

信用取引借入金の本担保証券 2,281,776千円　

差入保証金代用有価証券 1,340,534千円　

消費貸借契約により貸し付けた

有価証券
77,259千円　

その他担保として差し入れた有

価証券
700,866千円　

※５　証券関連事業において差入れを受けている有価証券

等の時価額

※５　証券関連事業において差入れを受けている有価証券

等の時価額

信用取引借証券 528,889千円　

信用取引貸付金の本担保証券 6,181,336千円　

受入保証金代用有価証券 10,094,338千円　

受入証拠金代用有価証券 8,780千円　

信用取引借証券 608,549千円　

信用取引貸付金の本担保証券 3,201,977千円　

受入保証金代用有価証券 8,742,422千円　

受入証拠金代用有価証券 6,144千円　

※６　貸出コミットメント契約（貸手側）

　当社連結子会社日本アジアファイナンシャルサービ

ス㈱においては、カードローン及びクレジット業務に

附帯するキャッシング業務等を行っております。

　また、顧客との融資契約において貸出コミットメント

契約を締結しております。

　当第２四半期連結会計期間末における貸出コミット

メントに係る貸出金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

貸出コミットの総額    661,999千円　

貸出実行残高 597,754千円　

差引額 64,245千円　

※６　貸出コミットメント契約（貸手側）

　当社連結子会社日本アジアファイナンシャルサービ

ス㈱においては、カードローン及びクレジット業務に

附帯するキャッシング業務等を行っております。

　また、顧客との融資契約において貸出コミットメント

契約を締結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る貸出金未実行残高等は次のとおりであります。

　

貸出コミットの総額 670,998千円　

貸出実行残高 638,980千円　

差引額 32,018千円　
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当第２四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年４月30日）

※７　当座貸越契約（借手側）　

　一部の連結子会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引金融機関10行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当第２四半期

連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 7,792,000千円　

借入実行残高 4,890,000千円　

差引額 2,902,000千円　

※７　当座貸越契約（借手側）

　一部の連結子会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引金融機関10行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。　

　

当座貸越極度額の総額 3,873,000千円　

借入実行残高 1,290,000千円　

差引額 2,583,000千円　

※８　担保に供している資産及び担保付き債務　 ※８　担保に供している資産及び担保付き債務　

(1) 担保資産

　現金及び預金 1,212,924千円　

　販売用不動産 5,685,282千円　

　証券業におけるトレーディング商品 299,880千円　

　有形固定資産 8,800,710千円　

　投資有価証券 4,603,227千円　

　その他（投資その他の資産） 1,159,728千円　　

　計 21,761,752千円　

(1) 担保資産 　

　現金及び預金 2,232,461千円　

　販売用不動産 5,714,276千円　

　証券業におけるトレーディング

商品
299,970千円　

　有形固定資産 9,405,603千円　

　投資有価証券 5,146,772千円　

　その他（投資その他の資産） 870,228千円　　

　計 23,669,312千円　

　上記のほか、連結子会社株式10,104,228千円を担保

に供しております。

　上記のほか、連結子会社株式10,104,228千円を担保に

供しております。　

(2) 担保付き債務

　短期借入金 4,019,490千円　

　１年内返済予定の長期借入金 4,448,630千円　

　証券業における信用取引負債 4,923,269千円　

　長期借入金 5,092,559千円　

　長期預り金 13,000,000千円　

　計 31,483,949千円　

(2) 担保付き債務

　短期借入金 7,304,338千円　

　１年内返済予定の長期借入金 2,857,450千円　

　証券業における信用取引負債 1,854,873千円　

　長期借入金 5,313,700千円　

　長期預り金 13,000,000千円　

　計 30,330,362千円　

連結子会社日本アジアホールディングズ㈱におい

て特定の銘柄の投資有価証券（非上場株式）を担保

に、同社を営業者とする匿名組合契約スキームを用

いて13,000,000千円の資金調達を行っております。　

　なお、当該匿名組合契約については(重要な後発事

象）に記載のとおり平成21年12月10日付取締役会に

おいて、早期解約する旨の決議を行っております。

連結子会社日本アジアホールディングズ㈱において

特定の銘柄の投資有価証券（非上場株式）を担保に、

同社を営業者とする匿名組合契約スキームを用いて

13,000,000千円の資金調達を行っており、匿名組合契

約満了時に当該株式が上場していた場合には、その上

場価格に応じた分配金を匿名組合出資者に支払う可能

性があります。
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（四半期連結損益計算書関係）

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

　　

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　

広告宣伝費 371,919千円

業務委託費 126,397千円　

給与手当 4,682,723千円　

賞与引当金繰入額 204,173千円　

役員退職慰労引当金繰入額 3,145千円　

のれん償却額 591,163千円　

　

※２ のれん償却額（特別損失）

当社グループの企業再生事業及び技術サービス事業

に係るのれんについて、今後の業績見通し等を勘案し

た結果、回収可能価額まで減額したものであります。

　

※３　減損損失 

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは

以下の資産について減損損失を計上しました。

(1) 資産のグルーピングの方法

　　当社グループは、資産を事業資産、賃貸資産、遊休資

産等にグループ化し、事業資産については地域事業

所等をグルーピングの最小単位とし、賃貸資産につ

いては個別の物件を最小単位としております。 

(2) 減損損失を認識した資産グループ及び減損損失計

上額、資産種類ごとの内訳

　

 用途  場所  種類 金額(千円)

事業資産 神奈川県

横浜市ほ

か 

建物及び構築物 192,955

機械装置及び運

搬具

5,190

土地 207,178

リース資産（有

形）

32,395

建設仮勘定 33,713

その他（有形固

定資産）

170,173

その他（無形固

定資産）

436,184

合計 1,077,791

　

(3) 減損損失を認識するに至った経緯

当第２四半期連結累計期間において連結子会社の

収益性の低下が見られたことにより、当該資産グ

ループについて資産の帳簿価格を回収可能価額まで

減額し、当該減少額1,077,791千円を減損損失として

特別損失に計上しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

　　

(4) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額については、不動産鑑定評価基準等

を基にした正味売却可能価額により算定しておりま

す。

　

　４ 売上高の季節的変動

　当社グループの技術サービス事業における売上高は、

第４四半期連結会計期間に完了する業務割合が大きい

ため、第３四半期連結累計期間までの各四半期連結会計

期間と第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動が

あります。
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

　　

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　

広告宣伝費 180,602千円

業務委託費 78,821千円　

給与手当 2,334,520千円　

賞与引当金繰入額 85,272千円　

役員退職慰労引当金繰入額 467千円　

のれん償却額 273,066千円　

　

※２ のれん償却額（特別損失）

当社グループの企業再生事業に係るのれんについ

て、今後の業績見通し等を勘案した結果、回収可能価額

まで減額したものであります。

　　

※３　減損損失 

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループは

以下の資産について減損損失を計上しました。

(1) 資産のグルーピングの方法

　　当社グループは、資産を事業資産、賃貸資産、遊休資

産等にグループ化し、事業資産については地域事業

所等をグルーピングの最小単位とし、賃貸資産につ

いては個別の物件を最小単位としております。 

(2) 減損損失を認識した資産グループ及び減損損失計

上額、資産種類ごとの内訳　

　

 用途  場所  種類 金額(千円)

事業資産 神奈川県

横浜市ほ

か 

建物及び構築物 192,955

機械装置及び運

搬具

5,190

土地 207,178

リース資産（有

形）

32,395

建設仮勘定 33,713

その他（有形固

定資産）

170,173

その他（無形固

定資産）

436,184

合計 1,077,791

　

(3) 減損損失を認識するに至った経緯

当第２四半期連結会計期間において連結子会社の

収益性の低下が見られたことにより、当該資産グ

ループについて資産の帳簿価格を回収可能価額まで

減額し、当該減少額1,077,791千円を減損損失として

特別損失に計上しております。
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

　　

(4) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額については、不動産鑑定評価基準等

を基にした正味売却可能価額により算定しておりま

す。　

　

　４ 売上高の季節的変動

　当社グループの技術サービス事業における売上高は、

第４四半期連結会計期間に完了する業務割合が大きい

ため、第３四半期連結累計期間までの各四半期連結会計

期間と第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動が

あります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年10月31日現在）　

現金及び預金勘定 18,801,221千円　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △1,914,066千円　

現金及び現金同等物 16,887,154千円　　

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年５月１日　至　

平成21年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　1,696,337株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　              8,690株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第２四半期連結会計期間（自平成21年８月１日　至平成21年10月31日）

 
金融サービス

事業（千円）

企業再生事業

（千円）

技術サービス

事業（千円）

不動産関連事

業（千円）

計　　　（千

円）

消去又は

全社

（千円）

連結　　　（千

円）

売上高 1,685,2626,650,0677,946,6453,286,13519,568,109△563,24719,004,861

営業損失（△） △275,231△262,991△701,820△25,175△1,265,218△427,877△1,693,095

　

　当第２四半期連結累計期間（自平成21年５月１日　至平成21年10月31日）

 
金融サービス

事業（千円）

企業再生事業

（千円）

技術サービス

事業（千円）

不動産関連事

業（千円）

計　　　（千

円）

消去又は

全社　

（千円）

連結　　　（千

円）

売上高 3,785,80713,563,73412,323,0666,016,45535,689,063△1,211,43034,477,632

営業損失（△） △200,213△401,652△3,228,971△206,330△4,037,167△936,748△4,973,916

（注）１．事業の区分の方法

事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な商品、サービスは次のとおりであります。

(1)金融サービス事業…………証券、金融サービス

(2)企業再生事業………………事業会社（主に食品・飲料品卸販売、CRO・SMO事業）の再生 

(3)技術サービス事業…………地理・空間情報サービス、環境・エネルギー等

(4)不動産関連事業……………不動産開発、賃貸・仲介、戸建住宅分譲

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年８月１日　至平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年５月１日　至平成21年10月31日）

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年８月１日　至平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年５月１日　至平成21年10月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（有価証券関係）

その他有価証券で時価のあるものが、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため記載を省略してお

ります。

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年４月30日）

１株当たり純資産額 3,992.96円 １株当たり純資産額 6,610.72円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2,543.65円 １株当たり四半期純損失金額 1,043.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

四半期純損失（千円） 4,265,845 1,760,761

普通株主に帰属しない金額（千円）     -     -

普通株式に係る四半期純損失（千円） 4,265,845 1,760,761

期中平均株式数（株） 1,677,059 1,687,719

　

 

（重要な後発事象）

　

当第２四半期連結会計期間

 （自　平成21年８月１日

　   至　平成21年10月31日）　

　当社の連結子会社である日本アジアホールディングズ㈱において、同社を営業者とする匿名組合契約について平成

21年12月10日の同社取締役会において、早期解約することを決議いたしました。この結果、特定非上場銘柄の株式を引

き渡すこと等により長期預り金130億円の返還義務が消滅する契約となっているため、当連結会計年度下半期におい

て特別利益として本解約による利益の計上を約116億円見込んでおります。

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年12月11日

日本アジアグループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 公認会計士 小　　西　　文　　夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 公認会計士 鈴　　木　　一　　宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 公認会計士 三　　宅　　孝　　典　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本アジアグループ

株式会社の平成21年５月１日から平成22年４月30日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年８月１日か

ら平成21年10月31日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本アジアグループ株式会社及び連結子会社の平成21年10月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である日本アジアホールディングズ株式会社において、同社を営

業者とする匿名組合契約について平成21年12月10日の同社取締役会において、早期解約することを決議している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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